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現在我が国で進展している少子高齢化と人口減少は，コミュニティや行政サービスの維持可能性など，種々の
社会問題の要因として注視されている．都市によっては中心市街地の縮退が進んでいるところもあれば，周辺
都市からの人口・需要の吸い上げによって都市集積が進んでいるところもある．こうした人口変化が，どのよ
うな都市集積や縮退をもたらすかを推定することは，都市政策検討にとって重要な課題である．本研究は，独
占的競争モデルを利用した SCGEモデルを我が国の北関東地域へ適用し，今後の人口減少が都市経済活動の集
積と縮退に対してどのように影響を及ぼすかについて検討する．
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1. はじめに

現在我が国では，少子高齢化と人口減少が急速に進

行しており，特に中山間地や過疎地域において種々の

社会問題の源として注視されている．一方，人口減少

は都市部における中心市街地の空洞化の要因にもなり

得る．都市における産業活動に対する絶対的な需要規

模や労働資源が縮小することで，都市中心市街地の産

業活動において淘汰が進行する．

また，現在，我が国の大都市部では，都市圏全体とし

ては人口減少が顕在化していないものの，都市によって

は中心市街地の縮退が進んでいるところもあれば，周

辺都市からの人口・需要の吸い上げによって都市集積

が進んでいるところもある．都市の集積化と縮退化を

分かつ要因は何か，そしてそうした多都市システムに

おいてどの都市へ集積しどの都市が縮退へ向かうのか，

これらの問題は，今後の少子高齢化・人口減少という

人口構成変化フェイズにおける都市政策検討にとって

非常に重要な論点である．

都市問題に対する政策分析や，都市規模決定や空間

的な経済集積の理論は，都市経済学の分野において発

展してきた．しかし，現実の都市・地域経済の問題を

分析するには，理論のみではなく，実際に観察される

都市の状況や，空間的な関係性，経済活動の状態など

のデータを用いて，理論モデルを応用する必要がある．

データの利用可能性を重視しつつ，経済理論と整合的

な経済分析を行う手法の代表格として，応用一般均衡

モデル，特に複数地域の問題を扱う空間応用一般均衡

（SCGE）モデルが挙げられる．そこで本研究は，独占

的競争モデルを利用した SCGEモデルを我が国の北関

東地域へ適用し，今後予想される人口減少が大都市圏

の外縁部における都市の集積と縮退に対してどのよう

に影響を及ぼすかについて検討する．

2. 本研究の基本的考え方

都市の集積に関する要因や理論は，地域・都市経済

学において古くから蓄積1)されてきている．中でも，

Krugman(1991)2)により提案され Fujita et al.(1999)3)

により彫琢された，独占的競争と地域間輸送費を都市

集積の主要因として捉えた理論である New Economic

Geography（以下，NEGと略す）は，都市の集積や交

易のメカニズムを理解するための新しい理論として注

目されている．

実際に，欧州においては交通政策の広域的な効果を

評価するために，NEGの理論と整合的な SCGEモデル

が開発4)5)され，道路整備や鉄道整備の効果の定量分析

がなされている．SCGEモデルは，ミクロ経済学的な

理論的基礎を持ち，複数地域の市場活動を描写したも

のであり，政策による帰着便益の評価を第一義として

いる．便益のみならず，SCGEモデルは，各地域産業

の生産額変化や家計の所得や消費の変化も分析可能で

あるため，政策がもたらす総合的な経済状態の変化分

析にしばしば用いられる．なお，SCGEモデルは，必

ずしも NEG 理論に基づく必要はなく，完全競争的な

SCGEモデルでも，多都市経済における政策効果分析
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は行われている6)7)．

本研究は，NEG理論の特徴である独占的競争および

規模の経済性と，SCGEモデルの長所である実データ

を用いた多都市経済分析への適用性に着目する．集積の

裏側にある現象は，集積が進まない都市の縮退である．

従来の SCGEモデル分析は，交通施設整備政策や関税

政策の評価が中心であり，人口構成変化による都市経

済への影響は論じられていなかった．しかし SCGEモ

デルは，都市域の人口を外生条件とする枠組みである

ため，将来の人口分布予測が与えられれば，それがど

のような都市経済状態をもたらすかをシミュレーショ

ンすることが可能である．そこで本研究は，人口減少

がどのような都市における縮退をもたらし，どのよう

な都市では逆に集積によって都市経済規模が大きくな

るのかを定量的に推定する．

3. モデル

(1) モデル概要と前提条件

本研究では，独占的競争理論に基づく SCGE モデ

ルの中でも，実経済へのモデル適用に際して必要デー

タの制約が柔軟であり，定式化されたモデルの誘導形

がシンプルで計算負荷が小さいというメリットのある

Bröcker(1998)4)のモデルを基礎としてモデルを構築す

る．細部では Bröcker(1998)4)と異なる部分があるが，

その点は後述する．

モデルの対象地域は，行政区分のように離散的差別

化された複数地域から構成される閉鎖経済を想定する．

各地域には代表的家計と企業の 2種類の経済主体が存

在している．各地域において家計は自身の効用を最大

化するように行動し，企業は利潤を最大化するよう行

動する．

企業の生産する財のタイプは，自地域内のみで需要

されるローカル財と，他地域でも需要される交易財の

二種類に分類する．ローカル財は水平的に差別化され

た財であり，それぞれの財を生産する企業は独占的競

争市場に直面している．

交易財の生産については，平均費用が逓減する費用

構造を持つ．交易財が需要される際の輸送費は，アイ

スバーグ型の輸送マージンを用いて表現される．以上

の前提条件の下，以下では Bröcker(1998)4)に従い，具

体的なモデルを記述する．

(2) モデルの定式化

a) 家計の行動

地域 jの家計は，ローカル財 cj と合成交易財Mj に

ついてのコブ・ダグラス型選好を持つこととし，効用

関数は次のように表される．

Uj =M
µj

j c
1−µj

j (1)

ここで，µj は効用関数のシェアパラメータである．

合成交易財とは，各地域で生産され交易財により構

成される交易財の消費水準を表す指数であり，以下の

CES(Constant Elasticity of Substitution)型関数で定

義される．．

Mj =

[∑
i

∫ ni

o

q
σ−1
σ

ijk dk

] σ
σ−1

(2)

ここで，ni は地域 iで生産された水平的に差別化さ

れた交易財（以下，バラエティと呼ぶ）の種類数，qijk

は地域 iで生産されたバラエティkの地域 j での需要，

σは代替弾力性を表す．これは，合成交易財を構成する

バラエティの数が多いほど効用水準が高い，すなわち

消費者の多様性に対する嗜好を意味している．このタ

イプの階層型関数は，Dixit-Stiglitz型と呼ばれるもの

である．以下では，特にことわらない限り，iは生産地

のラベルを，j は需要地のラベルを表すこととする．

家計の可処分所得を Ij と定義し，交易財バラエティ

の需要地価格を pij，ローカル財の価格を πj と表せば，

家計の所得制約式は式 (3)により表される．

Ij =
∑
i

(∫ ni

o

pijqijkdk

)
+ πjcj (3)

家計の効用最大化行動は，式 (3)の制約下において式

(1)の効用を最大化する問題となるが，効用関数が階層

化されているので，まず合成交易財消費の支出最小化

問題を解き，それを利用して上位階層の効用最大化問

題を解くという二段階に分けることで，全体の問題を

解くことができる．下層の支出最小化問題，

min
qijk

∑
i

(∫ ni

o

pijqijkdk

)
(4)

subject to (∑
i

∫ ni

o

q
σ−1
σ

ijk dk

) σ
σ−1

=Mj (5)

を解くと，交易財バラエティの補償需要関数

qijk =
(pij)

−σ(∑
i

∫ ni

o
p1−σ
ij dk

) σ
σ−1

Mj (6)

が得られ，合成交易財Mj を得るための最小費用は，∑
i

∫ ni

0

pijqijkdk =

(∑
i

∫ ni

o

p1−σ
ij dk

) 1
1−σ

Mj (7)

と表されるので，合成交易財を 1単位購入するための

最小費用，すなわち合成交易財の価格指数 Gj は

Gj =

(∑
i

∫ ni

o

p1−σ
ij dk

) 1
1−σ

(8)
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となる．そして，バラエティの生産技術が均一である

と見なし，価格も同一とすれば，式 (7)は，

Gj =

(∑
i

nip
1−σ
ij

) 1
1−σ

(9)

と簡略化できる．この価格指数を用いて，上位階層の

効用最大化問題を解くと，合成交易財の需要関数は，

Mj =
µjIj
Gj

(10)

となり，交易財バラエティの需要関数は，

qij = p−σ
ij G

σ−1
j µjIj (11)

となる．

b) 輸送

前提条件で述べたように，本モデルではアイスバー

グ型の輸送費が仮定されており，生産地から需要地へ

の輸送のために発送された財の一部を消費して輸送費

に充当するという考え方を用いている．したがって需

要地価格と生産地価格の間には，

pij = Tijpi = (1 + τij) pi (12)

の関係が成立する．ここで， τijは生産地 iから需要地

j への輸送に要する輸送マージンであり，Tij はその表

記方法を，1単位の財需要が生じた際に輸送費としての

消失を考慮して実際に発送する量，として表したもの

である．

この関係を用いて，式 (11)を再考すると，輸送費に

よる消失分を考慮した生産地での実際の発送量は

Tijqij =
(
(Tijpi)

−σ
Gσ−1

j µjIj

)
Tij (13)

となる．したがって，全ての地域の消費者による交易財

に対する最終需要の合計 Qi は，次のように表される．

Qi =
∑
j

µjIj (Tijpi)
−σ

Gσ−1
j Tij (14)

c) ローカル財の生産

ローカル財は，生産地での生産要素，ローカル財，合

成交易財を投入して生産される．合成交易財は，家計

消費の場合と同様に，各生産地における合成財のバラ

エティから構成される．したがって，効用関数と同様

に階層化された生産関数として記述される．

上位階層の生産技術は，規模に関して収穫一定のコ

ブ・ダグラス型関数であり，

Xj = AjL
1−αXj−αZj

j x
αXj

j Z
αZj

j (15)

と表される．ただし，Xj はローカル財の生産を， Xj

と αZjはシェアパラメータを，Aj はローカル財生産の

技術水準を，Lj は要素投入を，xj はローカル財の投入

を，Zj は合成された交易財の投入をそれぞれ表してい

る．wj を要素価格，Hj を企業にとっての合成交易財

価格指数とすれば，ローカル財の価格は πj で表される

ので，ローカル財生産における費用最小化問題は，

min
Lj ,xj ,Zj

wjLj + πjxj +HjZj (16)

subject to

Xj = AjL
1−αXj−αZj

j x
αXj

j Z
αZj

j (17)

と表される．これを解き，各投入の単位生産量あたり

派生需要関数を導出すると，

dxj =
1

Aj

(
αXj

πj

)
Bj (18)

dLj =
1

Aj

(
1− αXj − αZj

wj

)
Bj (19)

dZj =
1

Aj

(
αZj

Hj

)
Bj (20)

が得られる．ただし，

Bj =

(
wj

1− αXj − αZj

)1−αXj−αZj

(21)

·
(
πj
αXj

)αXj
(
Hj

αZj

)αZj

である．ローカル財の価格は最小費用と等しくなるの

で，これらを目的関数に代入して，ローカル財価格に

ついて，

πj = ϕjw

1−αXj−αZj
1−αXj

j H

αZj
1−αXj

j (22)

の関係が導出される．ここで，表記を簡略化するため，

新たなパラメータ

ϕj =
[
Aj (1− αXj − αZj)

1−αXj−αZj (23)

(αXj)
αXj (αZj)

αZj ]
−
(

1
1−αXj

)
(24)

を導入している．

上位階層の利潤最大化問題より，合成交易財の投入は，

Zj = αZj
πjXj

Hj
(25)

である．合成交易財を構成する技術についても，家計

の効用関数と同様に Dixit-Stiglitz型を想定し，

Zj = ηj

(∑
i

∫ ni

o

z
σ−1
σ

ijk dk

) σ
σ−1

(26)

と定義する．ここで，ηj は交易財合成に係る技術水準

パラメータであり，Bröcker(1998)4)のオリジナルでは，

生産地を問わず同一とされているが，本研究では，地

域毎にこの技術水準が異なると考え，生産地によって

区別する．

消費者行動と同様にバラエティの補償投入需要を導

出すると，

zij =
p−σ
ij

ηj

(∑
i

nip
1−σ
ij

) σ
σ−1

Zj (27)
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となり，合成交易財の価格指数については，

Hj =
1

ηj

(∑
i

nip
1−σ
ij

) 1
1−σ

(28)

のように得られる．これを式 (26)へ代入し，輸送費も

考慮すると，バラエティの投入需要は，

zij = ησ−1
j αZj (Tijpi)

−σ
(Hj)

σ−1
πjXj (29)

となる．

d) 交易財バラエティの生産

交易財バラエティの生産においては，ローカル財を

唯一の投入と考え，技術的には固定投入量が存在する

規模の経済性が存在し，参入退出が自由な独占的競争

市場に直面していると考える．F を固定投入，lを限界

投入として表すと，バラエティをQj 単位生産するため

に必要なローカル財投入 xQj は

xQj (Qj) = F + lQj (30)

である．参入退出が自由な独占的競争市場であるので，

平均費用が限界費用とマークアップの積と等しいとい

う利潤ゼロ条件から，

pi =
σ

σ − 1
πil (31)

となり，バラエティの均衡需要量は，

Q∗
j = F

σ − 1

l
(32)

となる．

地域 i産の交易財の総生産額を Siとおくと，Siは総

投入費用に等しいので総生産額は

Si = niπi(F + lQ∗
i ) (33)

となる．これを式 (27)に代入してバラエティ数 niを消

去すれば，価格指数は

Hj =
1

ηj

(∑
i

Si

πi (F + lQ∗
i )

(Tijpi)
1−σ

) 1
1−σ

(34)

と書ける．これに式 (30)と (31)を代入すると，

Hj =
1

ψj

(∑
i

Siπ
−σ
i T 1−σ

ij

) 1
1−σ

(35)

を得る．ここで，Ψj は表記を単純化するために書き換

えられたパラメータであり，
1

ψj
=

1

ηj
F

1
σ−1σ

σ
σ−1

l

σ − 1
(36)

である．

e) 地域収支バランス

各地域の域内要素所得を Yj とすると，

Yj = wjLj (37)

であり，式 (22)の関係を利用すれば

Yj = Ljϕ
− 1

αj

j π
1
αj

j H
1− 1

αj

j (38)

αj =
1− αXj − αZj

1− αXj
(39)

が導かれる．また，家計のローカル財に対する需要額は

πjcj = (1− µj)Ij (40)

である．同様にローカル財の生産関数 (15)より，利潤

最大化問題から，ローカル財生産に係る要素所得への

分配とローカル財の投入額はそれぞれ

Yj =
(
1− αXj − αZj

)
πjXj (41)

πjxj = αXjπjXj (42)

と表される．

また各地域において，交易財の総生産額は交易財生

産のために投入されるローカル財の投入額に等しいの

で，ローカル財の総生産額 Pj は，

Pj = πjXj (43)

となり，これを式 (40)に代入すれば，

Yj = (1− αXj − αZj)Pj (44)

を得る．

一方，ローカル財の総生産額は，交易財の総生産額

すなわち交易財生産に投入されたローカル財投入額と

家計による消費額とローカル財生産に投入されたロー

カル財投入額の和に等しいので，

Pj = Sj + πjxj + πjcj (45)

であり，式 (39)，(41)，(42)を考慮すれば

Pj = Sj + αXjPj + (1− µj) Ij (46)

と表される．これと式 (38)，(43)を合わせて考えると，

所得と生産額について以下の関係が導かれる．

Sj =
1

αj
Yj − (1− µj) Ij (47)

また，交易財の需要額についても，上記のローカル財

生産額に関する議論と同様に考えることができる．交

易財の総需要額Dj は，消費財としての消費者による需

要とローカル財生産の投入需要を足し合わせればよい

ので，以下のように求められる．

Dj = µjIj +

(
1

αj
− 1

)
Yj (48)

要素所得と可処分所得の関係については，対象地域

全体での収支均衡を保証するため，単純な仮定を設けて

いる．地域GDPに対する域外移転額の割合を λj とお

けば，経常黒字の地域（SurplusRegions）については，

Ij = (1− λj)Yj (49)

が常に成立することとする．また，経常赤字の地域（De-

fisitRegions）については，可処分所得と要素所得の総

額をバランスさせるために，以下の関係を定義する．

Ij =

(
1 +

∑
j∈SurplusRegions λjYj∑
j∈DeficitRegions λjYj

λj

)
Yj (50)
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f) 地域間収支バランス

合成交易財の価格指数である式 (27)をバラエティの

価格で偏微分すると，シェパードの補題より
∂Hj

∂pijk
= ησ−1

j

(
Hj

pijk

)σ

= dijk (51)

であり，バラエティの補償需要関数を得る．ただし，dijk
は合成交易財需要 1単位の生産に対する i地域産のバラ

エティkの需要量を表している．また，Ωjを輸送マージ

ンとして消費される分も含んだ交易財に対する需要量

とすると，i地域に支払われる j地域からの金銭フロー

の総額は，

tij = niπi(dijkΩj) (52)

である．ここで，式 (31)，(32)，(50)より，

tij = Si(Tijπi)
−σ
ησ−1
j Hσ

j Ωj(σ − 1)σ

Flσσ1+σ
(53)

の関係が得られる．一方，他地域から流入する金銭フ

ローの総額は，輸送費を考慮した需要総額に等しくな

ければならないので，∑
i

tij = Dj (54)

が成立する．したがって

tij =
Si(Tijπi)

−σ∑
i

Si(Tijπi)−σ
Dj (55)

の関係が導出される．さらに，地域 iにおける交易財の

総生産額は，全需要地による交易財需要額の和と等し

くなけらばならず，次の関係式が成立する．

Sj =
∑
j

tij (56)

g) 均衡条件

以上でモデルを構成する全ての方程式が記述

された．ただし，実際に市場均衡状態を計算

するためのシステムとしては，これらのうち

(34)(37)(46)(47)(48)(49)(54)(55) の N2+6N 本

（Nは地域数）の誘導形の連立方程式へと帰着できる．

その他の全ての変数は，これらの内生変数に従属な値

として得ることができる．

4. 人口減少による都市集積・縮退への影響
分析

(1) 分析対象とデータ設定

本分析では，群馬，栃木，埼玉の北部関東地域の 3

県を対象に，これらの県内に属する全 139市町村（平

成 19年度現在）を単位地域とした．モデルを適用する

にあたり，基準均衡状態の経済データは以下のように

設定した．集計的な経済指標のうち，市町村別の要素

所得（Yj）については，各県が発表している市町村民

所得を，生産要素（Lj）については，市町村別人口を

与えた．データの年次は，特にことわらない限り平成

19年度の値を用いている．合成交易財消費のシェアパ

ラメータを表す µj については，各県の産業連関表（平

成 17年度 34部門表）において，全需要額に対する移

輸出入額の割合が 5％未満の産業部門をローカル財部

門とみなし，それらの部門の生産額シェアより推定し

た．この値は市町村別に得ることはできないため，同

一県内において µj は一定としている．同様の定義を用

いて，交易財の生産額 Sj については，各県が公開して

いる市町村民経済計算の各地域の総生産額から，ロー

カル財と定義した部門の生産額の和を差し引いた値と

した．これらの値を用いて，パラメータ αj も得られる．

輸送マージン Tij については，まずデジタル道路地図

（DRM）より各市役所・町役場・村役場間の最短所要時

間 τij を算出し，ャリブレーション後の地域間交易額の

値が妥当な数値となるよう調整し，以下の式により定

義した．

Tij =

(
1 +

τij
τmax

)4

(57)

ここで，τmax は対象地域全体におけるの τij 中の最大

値である．

その他のパラメータは，基準均衡時における価格を

全て 1と基準化することによって，基準均衡データセッ

トを用いたキャリブレーションによって得ることがで

きる．

(2) 人口減少による経済的影響分析

本分析は，人口減少局面に転換した我が国の，大都

市圏と中山間地の間にある地域を対象に，人口増加地

域と人口減少地域が混在するところで，どのような経

済的変化が生じるかに着目する．したがって，人口変

化が進んだ近い将来を想定して，現在の経済状態から

どれだけの変化があるかを推定する．

想定する将来状態のシナリオは二つ用意する．一つ

は，2005年から 2010年への市町村別人口増減のパター

ンが今後も継続すると仮定し，さらに 10年経過した時

点での社会経済を想定したものであり，これを基本ケー

スとする．もう一つは，都市規模が中規模以下の市町

村においてより人口減少が進んだことを想定し，2005

年現在で人口 20万人未満の市町村において人口変化率

（減少率）を 2倍として同様に 10年後の人口状態を設

定した仮想的な人口減少加速シナリオである．

経済分析の指標としては，Bröcker(1998)と同様に，

可処分所得あたり便益を用いることとする．EVや CV

で表される便益を直接の指標とすると，経済規模の大

きさによって絶対的な評価値の影響を受けるため，指

標値を基準化するために所得（総生産）に対する相対

的な便益の大きさを用いて議論することとする．
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図–1 基本ケースの結果

図-1と図-2は，それぞれ，基本ケースと人口減少加

速シナリオにおける，各市町村の可処分所得あたり便

益の分布を示したものである．一部，結果が塗り分け

られていない市町村があるが，これらは均衡計算にお

ける収束誤差が総生産の規模に対して大きな値（5%以

上）であったため，精度の観点から便益推定結果から

除いている．基本ケースの結果を見ると，埼玉県内で

東京都に近い地域や，栃木県・群馬県の高速道路およ

び幹線国道沿いの一部の都市では正の便益が生じてい

るものの，全体として負の便益である地域が多い．人

口の減少は経済活動の縮小をもたらす要因の一つであ

るが，集積の経済性がもたらす効果によって，衰退へ

向かう都市や地域はより衰退化し，一部の集積都市へ

の経済力の集中が加速すると予想される．

そして，中規模以下の都市でより人口減少が進んだ，

人口減少加速シナリオの結果（図-2）を見ると，よりそ

うした効果が顕著であることがわかる．結果の全体的

な傾向は基本ケースと類似しているが，人口減少の幅

が拡大しているため負の便益が拡大しており，特に新

潟・長野と群馬の県境部，秩父山麓や赤城山麓，茨城

県と栃木県の県境部など（図-2内の囲み部），中山間地

域において負便益が大きく変化している．このような

現象は，定性的には予想されているものの，定量的な

評価がなされることは少ない．

本研究では，便益を指標として人口減少がもたらす

経済状態変化を描いているが，これは，家計にとって

の実質所得の変化を近似したものと解釈することもで

きる．すなわち，経済規模の変化だけではなく，生活

水準の地域間格差も予想され，人口減少がより進むと

その格差がどの地域でより拡大していくかが示されて

いる．

図–2 人口減少加速シナリオの結果

5. おわりに

今後我が国では，人口減少によって経済の縮退が予

想される都市において，いかなる都市政策を実施すべ

きか，あるいは避けるべきかを考えていかなければな

らない．本研究は，その足がかりとして，人口減少が

もたらす一部都市への集積とその裏にある都市縮退の

現象予測的な分析を行うために，SCGEモデルを適用

したものである．

本研究は，規模の経済性が存在する独占的競争の理

論を利用した SCGEモデルを利用し，対象地域として

我が国の北関東地域を例に取り上げ，今後予想される

人口減少が，大都市圏の外縁部における都市経済の集

積と縮退に対してどのように影響を及ぼすか分析した．

地域間産業連関表を基準均衡データとして用いる一

般的な空間的応用一般均衡モデルでは，データの利用

可能性による制約が厳しく，地域単位が小さな場合に

は，適用が困難であることが多い．しかし，本研究が

採用したモデルでは，地域別の生産投入構造を簡略化

して扱うことにより，地域間での生産技術差異の表現

は単純となるものの，比較的入手が容易な地域間輸送

抵抗（費用や時間）に関するデータのみで，多地域経

済システムをモデル化することが可能となり，市町村

単位での分析への適用が容易となっている．

しかし，本分析の試算段階において，本モデルが代

替弾力性の設定や地域間輸送マージンの設定の条件に

よって，分析結果が敏感に変化することが確認されて

いる．実際の地域経済変化の推定や政策効果分析にあ

たっては，そうしたモデルの感度や変化推定精度につ

いても吟味する必要がある．こうした点は，今後の重
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要な研究課題である．
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